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論　　文　　の　　要　　旨

　本論文は、戦後日本における教員団体を対象とし、その形成過程と現状、及び日本の代表的な教員

団体の特色の実証的な解明を試みたもので、論文の構成は次のとおりである。

　序章

　第1部　教員団体の成立と展開

　第2部　教員団体に関する教師の意識

　第3部　教員団体幹部の意見

　終章　　要約と結論

　以上、計394頁の本文と7頁の参考文献との合計401頁（1頁当たり1，400字、400字詰め原稿用紙約

L380枚に相当する。）よりなる。

　序章では、日本の教員及び教員団体に関してその法的地位を中心に整理し、教員団体の組織の実体

を加入率の推移、組織状況等を通じて検討し、第2部の意識調査の手がかりとしている。なお、研究

対象とした教員団体は、日本教職員組合（日教組）、日本高等学校教職員組合（高教組／左右両派）全

日本教職員連盟（全教連）、日本教育会、日本教師会、信濃教育会の6団体である。

　第1都では、第王章で、戦後の日教組成立以前の教員団体について、大日本教育会、日本教員組合

啓明会、信濃教育会、さらに日教組運動の先駆的な役割を果たした教育労働者組合等について、性格、

形成要因及び特色を整理し、第2章では、1947年（昭和22年）の日教組の成立をめく“って、その結成
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にかかわる杜会・経済的要因を分析し、結成の経緯や組織としての性格を考察している。第3章では、

日教組の展開と教員団体の多元化を、日教組の運動方針の推移と周教組の対時する他の教員団体の成一

立過程を通じて検討している。

　第2部では、公立小・中・高等学校教員を対象に、教職及び教員団体に関する意識調査を行い、そ

の分析を通じて教員団体の構造の検討を行っている。

　調査対象は、東京都、大阪府、栃木県、長野県の4地域の教員名簿から系統抽出法で選び、郵送法

による質間紙法によって行っている。

　調査結果は、①加入要因、②教員団体の構造、③教員団体の団体行為類型に整理し、さらに将来展

望を試みている。加入要因としては、教員団体に対する評価、教職観の一致、団体観の一致、団体加

入の勧誘を設定し、加入要因として有力なのは、教員団体に対する評価、団体観の一致、団体加入の

勧誘であることを明らかにした。教員団体の構造では、団体の活動に対する評価及び満足度、参加度、

凝集力を分析要因として設定し、その各項目を教員団体別に整理して、各々の特色を明確にした。教

員団体の団体行為類型では、教員団体別に整理し、各団体の行為特性の解明を試みている。教員団体

の将来展望では、体制、単一組織の可能性、若手教員を中心とする変化の可能性を分析している。

　第3部では、意識調査の結果を踏まえて、各教員団体の幹部役員とのイソタピューを通じて各団体

に関する理解を深めるとともに、構成員と指導層の意見の差を明らかにし、第2部の意識調査と合わ

せて、教員団体の全体像並びにその特性の総合的な把握を試みている。

　終章では、①日本の教員団体の形成基盤、②教員団体への加入要因と加入誘因、③教員団体の構造、

④日本の教員団体の形態と団体行為類型、⑤日本の教員団体の現況と問題点について要約した上、日

本の教員団体は、現在、杜会・経済の急激な変化のもとで、構成員の価値観の多様化、期待や要求の

増加、若年層の組織離れ等の間題を抱えて転換期にあるが、なお、多数の教員は教員団体の必要性を

認め、教員団体に職能の向上や待遇の改善、さらに教員団体の自主性の回復を期待しているところか

らして、教員団体が、意識・組織改革に努め、教育現場に役立つ研究・研修機能を充実し、教員の意

志を結集し得るなら、今後なお教員の利益団体としての役割を果たし得る可能性は大きいとする。

　今後の課題としては、①他の職種や外国との比較研究、②教員及び教員団体に関する意識の多面的

検討を上げている。

審　　査　　の　　要　　旨

（1）　本論文の第1の意義は、日本の教員団体を教員の利益団体と見る立場から、その展開と現状

を極めて実証的に解明し、その実像を明らかにしたところにある。この種の実証的研究は、従来わが

国では、資料収集の困難もあって試みられることがなかった。

（2）　本論文の第2の意義は、日本の主要な教員団体を網羅し、その各々について多面的な検討を

加えたことである。従来の研究は、日本の教員団体において最も有力な地位を占める日教組に集中し

た感があり、全日本教職員連盟、日本教育会、日本教師会、信濃教育会など多様な教員団体を視野に
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収め、総合的な考察を加えたものはこれまで例がない。

（3）　本論文の第3の意義は、東京都、大阪府、栃木県、長野県の4地域の教員に対する質間紙に

よる意識調査に加えて、各教員団体の幹部役員に対するイソタビューを実施し、意識調査を補足する

と同時に、団体の実態に関してより具体的な資料を得、両者を合わせて総合的な解明を試みたとこ二ろ

にある。とりわけ、イソタピューにおいては、各団体幹部の率直な見解が示されていて示唆に富む。

（4）　本論文は、内容面はむろん、形式面においてもほとんどミスがなく、着実な努力の跡がうか

がわれる。

　以上により、本論文は、日本における教員団体に関する研究として先駆的な地位を占めるのみなら

ず、実証的な資料の収集・整理において水準の高い研究成果と認められる。

　ただし、教員団体それ自体に重点が置かれたため、その杜会・経済的背景、学校現場におげる実態

把握などの点で若干の不備も見出されるが、本論文の全体としての評価を左右するものではない。

　よって　著都ま教育学博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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